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公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

下記のとおり企画提案を公示します。 

令和 8年 1月 13日 

地方競馬全国協会            

本部会計契約担当役 仙 台 光  仁 

記 

１ 調達内容 

（１）業務内容 

地方競馬全国協会理事長賞の商品売買及び当該商品の保管、配送業務 

（２）購入等件名及び予定数量 

企画提案説明書のとおり 

（３）調達案件の特質等 

仕様書のとおり 

（４）履行期間 

令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31日まで  

（５）履行場所 

企画提案説明書のとおり 

（６）提案方法 

企画提案説明書のとおり 

２ 競争参加資格  

（１）次に該当しないものであること。 

① 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。 

② 農林水産省、日本中央競馬会又は地方競馬主催者から取引停止の措置を受けてい

る期間中の者。 

③ 次の（ア）から（カ）いずれかに該当する者でその事実があった後 2年を経過しな

い者。 

(ア) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若

しくは数量に関し不正行為をした者 

(イ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を

売るために連合した者 

(ウ) 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨
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げた者 

(エ) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

(オ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

(カ) 「暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）」

に基づくところの暴力団及びその構成員が経営・運営に関与していること 

(キ) 上記の（ア）から（カ）のいずれかに該当する事実があった後 2年を経過し

ない者を契約の履行に当たり、代理人、支配人、その他の使用人として使用

した者 

（２）令和 7・8・9年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一）において、「役務の提供等」

又は「物品の販売」の A、B又は Cの等級に格付けされている者であること。ただし、

前記の条件を満たさない者にあっては、別紙様式 競争参加資格確認申請書を提出す

るものとする。 

（３）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生

法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこ

と。 

（４）企画提案説明書の交付を受けた者であること。 

３ 提案書の提出場所等  

（１）企画提案説明書の交付場所及び問合せ先 

〒106-8639 東京都港区六本木 1丁目 9番 10号 

地方競馬全国協会 総務部 秘書室 

TEL：03-3583-6842 / Mail：hisho@nar.keiba.go.jp 

（２）企画提案説明書の交付方法 

上記３の（１）にて交付する。 

交付を受ける際には、必ず事前に電話連絡を行うこと（日時を調整し実施する。） 

（３）企画提案説明書の交付期間 

令和 8年 1月 13日（火）から令和 8年 2月 6日（金）までの土日祝日を除く午前 10

時から午後 4時まで（正午から午後 1時を除く。） 

（４）提案書の提出期限 

令和 8年 2月 6日（金）午後 4時 

４ 契約手続において使用する言語及び通貨  

日本語及び日本国通貨に限る。 

５ 契約保証金  

免除 
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６ 提案の無効  

本公示に示した競争参加資格のない者の提出した提案書、提案者に求められる義務を履

行しなかった者の提出した提案書、その他提案の条件に違反した入札は無効とする。 

７ 契約書作成の要否  

要 

８ 契約交渉者の決定方法 

企画提案説明書で定める方法をもって決定する。 

９ その他 

本案件は、令和 8年度予算として未確定なため、発注なし又は数量変更の場合がある。ま

た、商品について追加発注があった場合でも当初契約単価で売買することとする。 

以 上 



別 紙 様 式 

[令和 8年度理事長賞の商品売買］ 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公示 

競争参加資格確認申請書 

令和 8年  月  日 

地方競馬全国協会 

本部会計契約担当役 様 

住 所 

社 名 

代表者名 印 

令和 8 年 1 月 13 日付けで公示のありました、「地方競馬全国協会理事長賞の商品売買及

び当該商品の保管、配送業務」に係る公募型プロポーザルに参加する資格について確認され

たく、下記の書類を添えて申請します。 

なお、契約を締結する能力を有しない者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者を除く）及び破産者で復権を得ない者でないこと

並びに添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

記 

①商業登記簿謄本（写） 

②直近の財務諸表類 

③納税証明書（写） 

④会社の経歴を記載した書類 


